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ブラック企業をなくす東葛の会 

第6回 学習交流集会のご案内 

 講演 植山直人全国医師ユニオン代表 

 （仮題） まやかしの安倍「働き方改革」、 

     医師の立場から徹底究明 

 日時 6月26日（水）午後６時１５分から 

 会場 パレット柏ミーティングルームBC 

 ＊学習交流集会終了後 第6回総会を開催 

 メーデー参加の皆様へ 

 ブラック企業をなくす東葛の会（略称東葛の会）は、2014年7月9日、ブラック企業をなく

したいと願う市民のみなさんが共同して運営する市民団体として結成され、年5000円の会費

と募金で支えられて活動を進めています。 

 2017年7月の第4回総会後は、東葛の会と千葉東葛ユニオンと共同で、東葛労働相談セン

ター機能を受けつぎ、ブラックバイトをなくす宣伝行動、商工会議所や労基署などへの要請

にも取り組んできました。 

 現在は東葛地域の三地域労連（東葛労連・松戸労連・野田地区労連）と各単産とも協力し

あって、解雇・雇止め、賃金不払いなど多くの相談と紛争解決にあたってきました。6月26

日には、第6回目となる学習交流集会と総会を開催します。 

 今後ともよろしくご協力ください。 

 

 

 

東葛労働相談センターへ 

04-7132-8710 スマホで検索 東葛労働相談センター 

 

…許せない！ 解雇・雇止め、パワハラ、残業代未払い… 

 開設10年 豊富な相談実績 相談無料・秘密厳守 

 労働相談は まず電話！ 

労働相談センター10年の歩み 

http://www.tokatunokai-union.com/
mailto:tokatu-center@tokatunokai-union.com


相談事例：前号で小型貨物運送業ではたらくRさんの偽装請負を報告しましたが、今回は、建物解体業で「一人

親方」の請負で働いていたEさんからの相談で、Rさん同様の偽装請負であった事例です。 

労働相談事例 建物解体業 T社の偽装請負 

解体業T社で働いていたEさんからの相談です。EさんはT

社で2016年9月から、「個人請負の一人親方」として建物

の解体現場ではたらいてきました。 

 T社は、現場作業員を朝6時半までに出社させ、会社の車

で現場にいき、午後5時に作業を終了、会社の車で帰社の

後退社することを義務付けていました。出社時と退社時は

タイムカードで出退勤時刻管理がおこなわれていました。 

 「賃金」は人工計算で、退社時刻によっては「残業」と

いう名で30分から1時間程度分定額で支払われる計算で、

会社が作成した毎月26日付（前月26日～翌月25日分）の計

算書により指示されて請求書を作成、そこから労災保険

（一人親方の）を控除した金額が支払われていました。 

 Eさんは解体作業のほか会社のトラックで産廃物運送に

従事していましたが、交通事故の車の修理代をほぼ全額天

引きされ、その額は45万円で「いくらなんでもひどすぎる」と訴えています。 

…雇用の形態は請負の一人親方に偽装した「労働者」… 

労基法上の「労働者」（第9条）とは、使用者

の指揮命令を受けて労働し、かつ賃金を支払わ

れている者で、賃金（第11条）とは、①名称を

問わず、②労働の対償として支払われるすべて

のもの、と定義されています。 

Eさんは明らかにT社に雇われている労働者で、「一人親方」

は偽装請負です。 

Eさんは、採用時にさかのぼって、●労働者として扱うこ

と、●労働・社会保険への加入、●残業代など不払賃金の支払

い、●天引きされた車の修理代を返すよう要求しています。 

…偽装請負、社会保険未加入は根絶を… 

 厚労省の推計では、本来厚生年金に加入するべき労働者で未加入は

156万人と報道されています。これら厚生年金未加入者は、同様に健

康保険（協会けんぽ）も未加入で、高い国保に加入しています。                       
                    4/6東京新聞から抜粋⇒ 
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リツイート、いいね！記事… 

3月22日/千葉労働局にセクハラ被害の調停

申請をしたが「一年以上経過」は援助の対象

外とされた、納得できないとの相談。労働局が扱うセクハラ被

害紛争解決の援助、調停（均等法17・18条）は「事業主の措置

がおこなわれた日から…1年以上経過している場合」は対象外

と時効扱い。これで援助制度といえるのか！ 

 

 


